
 

                        平成３０年２月 北海道中小企業団体中央会 

Ⅰ 調査概要                                                                              

会員である協同組合等を対象に組合員企業（個人事業主を含む。）の廃業等「自主廃業・倒産（民事再生等を含む。）」 
の実態を調査した。（平成１４年から実施しており、今回で１６回目となる。） 
■ 調査対象期間→平成２９年１月１日～１２月３１日 
■ 調査対象組合数→１,１１３組合 ■ 回答組合数→７５７組合 ■ 回収率→６８.０％ 

Ⅱ 調査結果                                                                                                                                      

１ 廃業等の有無及び本・支部別の件数＜図１・２＞                             

平成２９年において廃業等が「ある」と回答した組合は１６８組合（２２．２％）、「ない」と回答した組合は５８９組合
（７７．８％）であった。＜図１＞   
また、本・支部別の廃業等の件数は、＜図２＞のとおり。 

＜図１＞廃業等の有無                ＜図２＞廃業等の件数（本・支部別） 
                      
 
 
 
 
 
 

２ 廃業等件数の年別推移＜図３＞ 
自主廃業の件数は４８８件となり、リーマンショックがあった２０年から９年連続して６００件前後の高い数値で推移

していたが、平成２９年は前年と比べて９５件の大幅な減少となった。 
一方、倒産は２４年から減少傾向にあったが、平成２９年は２６件と前年から５件増加した。 

＜図３＞廃業等件数（自主廃業・倒産）の年別推移 
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３ 自主廃業件数の業種別件数＜図４＞         ＜図４＞自主廃業件数の業種別件数 

  
 
   
 
 
 
 

   

４ 自主廃業件数の年別推移（業種別） ＜図５＞   
業種別の自主廃業の年別推移は、＜図５＞のとおり。また、各業種の自主廃業及び倒産の件数等の年別推移を 

次頁の＜図６＞～＜図８＞に示した。 
＜図５＞自主廃業の年別推移（業種別：件数） 
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倒 産 自主廃業

    ～道内中小企業の廃業等に関する実態調査結果について～ 

る調査結果～ 

平成２９年の自主廃業（４８８件）を業種別で見ると、
全ての業種においても前年より件数が減少している中
で、「サービス業」の２２９件が最も多く、次に、「小売業」
が１６６件と続き、「小売・サービス業」での割合が、８割
を超えることとなり、圧倒的に多くを占める結果となっ
た。 

※「流通」は小売業、卸売業、運輸業の合計 
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＜図６＞流通・サービス業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 

 
 
 
 
 
 
 

（ロ）建設業 
平成２９年の自主廃業は３１件と前年より大幅に減少している。 
倒産は４件と昨年より１件増加したが、ピークの２０年（３８件）と比較すると約９分の１となって

いる。 
＜図７＞建設業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 

 
 

 
 
 
 
 
 
（ハ）製造業 

平成２９年の自主廃業は２７件で、前年と比較して２件減少したが、２５年以降２０件台で推移している。 
倒産は、３件で過去最低であった２６年と同じ数値となっている。 

＜図８＞製造業の廃業等（自主廃業・倒産）年別推移 
 
 
 
 
 
 
 
 

                                                                                

  ６ 自主廃業の要因＜図９＞（複数回答）         ＜図９＞自主廃業の要因   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
７ 倒産の主因＜図 10＞                  ＜図 10＞倒産の主因 
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倒産 自主廃業

平成２９年の自主廃業の主な要因は、「後継者等人

材難」が８２．２％と最も多く、２８年を上回った。次に、

「販売不振・受注減少」３１．２％、「先細り感」１９．１％

と続くが、いずれも前年よりも減少している。 

特に「金融・資金繰り難」が２８年と比較して４．３ポイ

ントと大きく減少した。 
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 ５     ５ 廃業等件数の年別推移（業種別）＜図６～図８＞  

（イ）流通・サービス業 
平成２９年の自主廃業は４３０件となり、２６年から減少傾向にあったものが、更に大きく減少した。 
また、倒産は、１９件と昨年より６件増加している。 
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  平成２９年の倒産は２６件と２８年（２１件）から５件増

加した。倒産の主因は＜図 10＞のとおり。 

販売不振や売掛金・不良債権の回収困難などの理

由による「不況型倒産」は２８年（９０．５％）に比べ５．９

ポイント減少した。 
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※不況型倒産は「販売不振・輸出不振・売掛金回収難・不良債権の累積・業界不振」 

非不況型倒産は「放漫経営」等 
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